
原油価格の高騰と産油国・消費国間の経済的影響 

～原油高による交易条件の変化～ 
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最近の原油相場 
このところの原油価格は下落基調が続い

ており、06年 7月中旬には、米ニューヨー
ク原油先物市場でWTI（ウエスト・テキサ
ス・インターミディエート、期近物）が一

時1バレル当たり78ドル超の史上最高値を
記録したが、10 月初旬以降は 60 ドル割れ
と約 8ヶ月ぶりの安値で推移している。 
しかし、過去 20年余りを見れば、依然と

して原油価格は高水準にあり、OPEC（石
油輸出国機構）による減産措置に見られる

高値維持のスタンスや中国など新興国での

需要増加を考慮すれば、当面は原油価格の

高止まりが予想される。 
ところで、原油価格の上昇は石油消費国

から産油国へと、所得の移転効果をもたら

すといわれるが、足もとではどのような状

況にあるのだろうか。 
 
産油国の輸出入物価 
まず、産油国（ここで

は OPEC を指す）の輸
出価格と輸入価格を見

てみると、輸出物価（輸

出 1単位の価格を示す）
は WTIの動きとほぼ一
致して推移しているこ

とがわかる。 
一方、輸入物価は、輸

出物価に比べ上昇が緩

やかであるため、産油国においては同じ輸

出量でより多くの輸入が可能な経済状態に

ある。輸入が多くなれば、それだけ産油国

内で使える財が増えることを意味し、すな

わち産油国の所得が増大していることを示

している（図１）。 
 
石油消費国の交易条件 
輸出物価と輸入物価の比を交易条件とい

う。交易条件は輸出財 1 単位と交換される
輸入財の量であり、輸入財で測られた輸出

財 1 単位の価値を表す。つまり交易条件と
は、輸入財で測った財の交換比率といえる。 
そこで次に、産油国の輸出物価を主な石

油消費国である先進工業国の輸入物価と見

なし、石油消費国の対産油国との交易条件

（すなわち石油で測った消費国における輸

出財の交換比率）を見てみよう（1971 年
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図１　原油価格と産油国の輸出物価
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12月～06年 5月のデー
タによる）。 
先進工業国の交易条

件は、1971 年 12 月を
100 とすると、73 年 3
月の 102.3から第一次石
油ショックにより原油

価格が急騰した 74 年 1
月には 28.9 に急低下し
た。また、第二次石油シ

ョックの 78年から 81年
にかけては 37.5 から
15.2まで低下。その後、80年代後半にかけ
て石油消費国の交易条件は改善したが、湾

岸戦争が勃発した直後の 90 年 10 月には
26.9に低下した。また 98年には一時 60超
まで改善したものの、その後は原油価格の

騰勢が強まったため交易条件は悪化、06年
4 月には 16.6 と第二次石油ショック後の
15.2（81年 8月）に迫った。 
つまり、原油 1 単位を輸入するのに、か
つては同じ 1 単位の輸出で交換できたもの
が、現在では約 6 倍を輸出しなければ原油
1単位と交換できないことを意味している。 
一方、途上国（除く産油国）の交易条件

は、先進工業国とほぼ同様の動きを示して

いるが、先進工業国よりも下方にシフト、

すなわち、より悪化している。先進工業国

の交易条件が途上国よりも上方にある理由

としては、省エネ技術の進展に加え、ITな
ど技術革新により輸出品の高付加価値化を

実現していることなどが考えられる（図２）。 

 
1バレル 5 ドル上昇すると 
石油のほぼ全量を輸入に頼る日本だが、

大手石油元売り会社の輸入コスト計算によ

れば、原油（CIF＝運賃、保険料込み）が
１バレル当たり１ドル上昇すると、1 リッ
トル当たり 0.7 円のコスト高になる。した
がって、１バレル 5ドルの上昇はこの 5倍
（1リットル当たり 3.5円程度のコスト高）
となる。ちなみに、1 円の円安は円建ての
輸入価格を 0.2円押し上げる。 
また、日本の年間石油輸入量は約 2 億

5000 万キロリットル（約 15 億 7233 万バ
レル）であるが、原油価格が 1 バレル当た
り 5ドル上昇すると、日本から 1兆円近く
（1 ドル=115 円換算で 9041 億円、同 120
円換算で 9434億円）が産油国へ所得移転す
ると試算される。 
さらに、IMFによれば、原油価格 1バレ
ル当たり 5 ドルの上昇で、米国やユーロ圏
では成長率が 0.4 ポイント、日本は 0.2 ポ
イント低下するとの予測もある。 
原油が反落したことにより、これらの懸

念事項はやや後退したが、政府が月例経済

報告のなかで指摘しているとおり、引き続

き原油価格の動向が内外経済に与える影響

には留意する必要があるだろう。 

図２　石油消費国の対産油国との交易条件
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（注）物価は国際通貨基金のＳＤＲ（特別引出権）ベース。

交易条件＝先進国（途上国）の輸出物価÷産油国の輸出物価×100
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